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図5　断熱温度上昇曲線の比較5） 

0.08

すことで初期強度発現が早く，高炉セメントB種と
0.06 

0.04 

同程度の強度発現性が得られている。

2－3．発熱特性 0.02

　ECMコンクリートは，図5に示すように低発熱型 
0 

のポルトランドセメントと同程度の断熱温度上昇量 材齢（週）

となり，水和発熱は小さい。したがって，マスコンク 図6　アルカリシリカ反応による長さ変化9）

リートの温度応力ひび割れの抑制に有効といえる。

　マスコンクリートの温度応力ひび割れは，温度変

化に伴う変形量が大きい（線膨張係数が大きい）と不

利になる。一般に高炉セメントB種を使用したコン

クリートは，普通ポルトランドセメントを使用した

場合に比べて線膨張係数が2割程度大きいと言われ

ているが，ECMコンクリートの見かけの線膨張係

数は，結合材中の少量成分を最適化することで高炉
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図7　塩化物イオンの拡散係数の比較10）

セメントB種の場合の8割程度となる4）ことから，マ

スコンクリートの温度応力ひび割れ対策に有効と

なっている。

2－4．収縮ひび割れ抵抗性

　セメントの少量混合成分を最適化したECMコン

クリートは，従来のセメントに比べて収縮率を小さ

く抑えることができる。その結果，鋼材外フレーム

を用いた外部拘束試験では，いずれのセメントより

もひび割れが入る材齢が遅くなって8）おり，乾燥収

縮ひび割れの抑制に対して有利となっている。

2－5．耐久性

　ECMコンクリートは，高炉スラグ微粉末を大量 

78� 

に使用しているため，高炉セメントB種よりも，さ

らに高いアルカリシリカ反応の抑制（図6）9）や，遮

塩性（図7）10，11），耐硫酸性・耐硫酸塩性の向上12）な

ど特長を持っている。

　一方，ポルトランドセメントの量が少ないため，

促進中性化試験結果の一例（図8）に示すように，同

一強度レベルで比較すると，普通ポルトランドセメ

ントや高炉セメントB種を使用した場合に比べて中

性化速度係数が大きい。これはポルトランドセメン

トの量が少なく，水酸化カルシウム量が少ないた

めであるが，ECMコンクリートでも，日本建築学

会「鉄筋コンクリート造建築物の耐久設計施工指針

（2016）」の信頼性設計法で耐久設計を行うと，前述
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図8　促進中性化試験結果の例4）

写真1　ECMコンクリートの爆裂判定試験13）

の通り供用期間200年の超長期の設定も可能である4）。

2－6．耐火性

　ECMコンクリートは，石こう量を一般的な高炉

セメント（SO 3量2%程度）より増している。石こう量

を増すと，初期強度発現性や収縮補償に有効である

反面，耐火性に影響を及ぼす。写真1は，SO3量（写

真中の数字）を因子水準として供試体レベルで爆裂

判定試験13）を実施した結果を示すものであり，SO 3

量が過大になると火災時の爆裂に繋がる。本稿では

誌面の都合で紹介できないが，SO 3量は凍結融解抵

抗にも影響を及ぼす。したがって，収縮補償のため

の添加量と，その他の特性に及ぼす影響を総合的に

考慮した上で，最適なSO 3量とすることが重要となる。

3．ECMコンクリートの適用

　ECMコンクリートを適用したプロジェクト件数

を図9に，ECMコンクリートの適用量を図10に示

写真2　基礎419m3と高強度プレキャスト柱2本に
適用した例［日鉄高炉セメント本社；B0 F3 P0］

す。2014年にECMコンクリートを超高層建築物の

杭に適用したのを皮切りに，地下軀体を中心に建物

に適用し，2021年12月末には，竹中工務店と鹿島建

設の2社によるECMコンクリートの適用件数は約70

件，適用量は約22万m 3に達した。年間2～3万m 3程

度の適用量で推移している。

　建築物の種類（用途）は，商業施設（事務所，ホテ

ル），スポーツ施設（劇場，展示場），教育・文化施

設（学校），医療・福祉施設（病院），生産・流通施設（工

場）など多岐に渡っている。設計基準強度（Fc）は24

～36N/mm2の範囲が多い。また適用部位は，地下

軀体が多く，場所打ち杭と基礎・マットスラブ・基

礎梁で全件の9割近くを占めている。

　写真2は，設計基準強度60N/mm 2の高強度プレ

キャスト柱として適用された例である。高強度コン

クリートは単位セメント量が多くCO 2排出量も多く

なることから，これをECMコンクリートとするこ

とで，CO 2排出量を大幅に削減でき，かつ発熱も抑

えることができるため，今後，期待される使用方法

と言える。

　その他にも，ECMコンクリートの色合いが白い

ことを活かして，カラーコンクリートとして適用14）

されている。CO 2排出量の大幅削減と色調制御とい

う付加価値を持ち合わせたコンクリートとして，適

用が期待されている。大理石調の色合いにしたり，

さまざまな企業カラーを表現したい等，問合せを頂

いている。

　また，土木構造物では，バースクレーン基礎の補
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図10　ECMコンクリートの適用量の推移

強増打部に適用されている。バースクレーンは現場

の岸壁に位置していることから，補強増打部は高い

遮塩性が求められており，前述のように遮塩性が高

いメリットを活かし，かつ，環境負荷低減に有効と

いう両方のメリットを期待してECMコンクリート

が採用されている。

　現時点でECMコンクリートの適用を計画してい

るプロジェクトが多数あることに加え，最近，発注

者からの脱炭素に貢献できる技術として引き合いが

増えてきている。現在の年間2～3万m 3程度の適用

量であるが，これまで適用できていなかった住宅や，

まだ適用が少ない土木構造物への展開も含め積極的

にプロジェクトに適用していく予定で，さらなる需

要増加が見込まれる。これまでECMコンクリート

の供給体制の整備は都市圏を中心に進めてきたが，

今後，適用可能な地域を拡大していくことも必要に

なってきている。

4．今後の普及展開

　ECMコンクリートは国の資金によるNEDO研究

の成果であることから，当初から段階的に技術を

累
計
適
用
量
（
m

3
）

累
計
件
数
（
件
）

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

オープンにしていく計画であった。2014年にECM

研究開発チームが中心となって，「コンクリート構

造物の環境負荷低減と高品質の両立を図るために，

高炉スラグ微粉末を用いたセメント・コンクリート

の普及発展，研究開発，情報収集，国内外の研究機

関との連携ならびに会員相互の技術交流を図る」こ

とを目的に，日本スラグセメント・コンクリート技

術研究会を発足した。

　現在は，新たな会員として高炉スラグ高含有コン

クリートの施工実績が豊富な大手建設会社が加入す

るなど，メンバーを拡大している。今後も，建設会

社を中心に会員拡大を予定している。

　ECMコンクリートの普及拡大の方策として，竹

中工務店，鹿島建設で取得していた第三者機関の建

設材料技術性能証明4）に，日本スラグセメント・コ

ンクリート技術研究会を加える改定を行った。これ

により，同会会員の建設会社は，同証明の施工マ

ニュアルに記載されている構造体強度補正値の標準

値や，脱枠，湿潤養生など，施工方法を定めるため

の拠り所として活用できるようになっている。

　また，同研究会では各社各様の高炉スラグ微粉末

の仕様の統一化を図り，低炭素型コンクリートが普

及しやすい環境を整えることも検討している。

　同研究会の設立趣旨である，「環境負荷低減と高

品質の両立」を掲げて普及活動を展開することで，

コンクリートに係わるCO 2発生量の削減，そして良

質な社会資本の整備に貢献できると考えている。

5．おわりに

　ECMコンクリートは大幅なCO 2排出削減と高品

質を両立でき，JIS規格に適合するコンクリートと

して供給できるため，発注者，設計者に受け入れら

れやすい。

　2030年の国が掲げていた当初のCO 2削減目標26%

をコンクリートにあてはめ，ECMコンクリートの

適用だけでこれを達成することを考えると，全ての

コンクリートの4割をECMコンクリートにする必要

がある。上方修正されたCO 2削減目標46%では7割を
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特集／カーボンニュートラルとセメントのこれから
セメントユーザーの取り組み

浮遊選鉱法による
改質フライアッシュを使用した

ジオポリマーコンクリート二次製品の開発
高巣�幸二　原田�耕司　陶山�裕樹
櫻井�雄一　合田�寬基　吉田�圭一

1．はじめに

　建設業の基幹材料であるコンクリートの二酸化炭

素排出量は全世界の総排出量の約8.0%を占めてお

り，わが国では約3.8%（2018年ベース）を占めており，

今後，さらなる排出量削減が求められることになる。
1），2）。近年，欧州，アジアを含め世界各国において

セメントに代わる結合材としてジオポリマーが開発

されている。ジオポリマーは普通コンクリートの弱

点であるアルカリシリカ反応，強酸・高温耐久性に

対する抵抗にも優れていることから骨材の枯渇問題

への対応や特殊環境での普通コンクリートの代替と

しての利用も期待されている。ジオポリマーはセメ

ントのような水和反応による硬化機構とは異なり，

珪酸錯体の縮重合による硬化機構を生じる。無機高

分子で縮重合を起こすには石炭燃焼灰であるフライ

アッシュや高炉スラグ微粉末のようなアルミナシリ

カ活性フィラーが必要である。フライアッシュを活

性フィラーとして使用するには，コンクリートの流

動性に悪影響を及ぼすので未燃炭素を3%以下にする

必要がある。

　近年，地球温暖化の原因として厳しく追及されて

いる石炭発電設備から排出されているフライアッ

シュは，今後減少の一途を辿ると予想されるが，そ

れでもなお国内で発生するフライアッシュは年間

1000万tを超えている。さらに，燃焼管理の問題か

ら未燃炭素含有量が低い高品位なフライアッシュを

得ることが難しいため，その約70％がセメント原料

として廃棄物処理されている3）。今後，フライアッ

シュをジオポリマーの活性フィラーとして大量に使

用できれば，CO 2排出量の大幅な削減とフライアッ

シュの有効利用に寄与できる。

　この問題を解決するために，筆者らは，独自の浮

遊選鉱技術を利用してフライアッシュから効果的に

Development�of�Precast�Geopolymer�Concrete�Products�with�Modified�Fly�Ash�Slurry�by�Flotation�Method�(by�TAKASU�Koji�et�al.) 
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表1　使用材料

材料種別 略号 材料説明
密度 

g/cm3

アルカリ溶液 GPS-A 汎用品（夏期） 1.40

FA（原灰） FA 強熱減量 9.7% 2.09

FA（改質灰） FA-R 強熱減量 0.9% 2.16

高炉スラグ微粉末 BFS NS 産 2.91

細骨材 S（GP） 北部九州海砂 2.56

粗骨材 G（GP） 北部九州砕石 2.70

加し，テール灰の含有量が減少した。これら3成分は，

フロス灰に選択的に分離されることで，製品となる

テール灰から減少したといえる。ふっ素およびほう

素は，40%～58%が液系に移動していた。両成分は

処理水に溶解することでテール灰から減少したとい

える。

　処理水を繰返し再利用した場合，図7，図8の通

り，サイクル数が製品（テール灰）の強熱減量に与え

る影響が認められず，MFASからの重金属成分の溶

出量は基本的に原料より抑制された。重金属成分の

処理水中の濃度の推移を図9に示す。同図では横軸

にサイクル数の平方根をとり，縦軸に環境基準（環

告59号）に対する濃度の比をとっている。六価クロ

ム，セレン，ふっ素およびほう素の濃度はサイクル

数を重ねるごとに増加し，その増加量はサイクル数

の平方根と比例関係にあった。このことから，処理

水をリサイクルするとき，サイクル数を大きく設定

するほど，1回の処理あたりの重金属成分の濃度の

増加量を低減できるといえる。例外的に，N灰から

表2　配（調）合

Sol/P BFS/P W GPW FA-b BFS S G 

% kg/m3 

48 30 87 165 369 158 550 878

表3　フレッシュ特性

項目 空気量（%） フロー（mm） 可使時間（分） 

300L 1.8 607 35 

溶出した砒素の濃度は，1サイクル目で増加した後，

減少し続ける傾向を示した。以上の実験結果から，

処理水をなるべく繰返し再利用し続けることがコス

ト面から望ましく，システム外に処理水を排出しな

いことが最良の処理方法として結論づけられた。

3．MFASジオポリマーコンクリートの製造

　500Lミキサで300Lの常温硬化型ジオポリマー

を作製したさいの材料特性を検討した。ここで，

MFASは，スラリー，ケーキ，乾粉の3状態のうち，

環境性と材料特性を勘案した上で，ケーキの状態で

使用することが最良であることが分かった。作製段

階では，大型供試体を想定した配（調）合について，

300Lのコンクリートを冬期開放屋内にて作製した。

表1に使用材料を，表2に実用性を検討した大型ミ

キサ（500L）使用時の配（調）合を示す。練混ぜ時の

気温は14℃であった。

　表3に，フレッシュ性状に関わる試験結果を示す。

フレッシュ性状は，空気量が1.8%，スランプフロー
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セメコン2022_02_023_特集1（高巣氏）.indd   87 2022/02/01   18:11:14

50 

40 

30 

20 

10 

60 60 350 

圧縮強度 30050 
248 

250 

200 

40 
静弾性係数 約50％のCO2排出量削減

30MPa 30 

20 

129150

圧
縮
強
度
（
M

P
a）

10GPa 
10 

静
弾
性
係
数
（
G

P
a）

 

C
O

2
排
出
量
（
kg
-
C
O

2
/
m

3
）

100 

50 

収
縮
量
（
×

1
0

-
6
）

0 0 0 
0 7 14

材齢（day） 
21 28 35 セメントコンクリート ジオポリマーコンクリート

図10　圧縮強度および静弾性係数
図12　CO2排出量 

200
乾粉60％（加温） 表4　重金属の溶出試験結果（単位mg/L） 

0 原灰73％（加温） 試料名 常温硬化型 加温硬化型 基準上限値 

-200 ケーキ50％（加温） カドミウム 0.005 未満 0.005 未満 0.01
乾粉60％（常温）

全シアン 0.1 未満 0.1 未満 不検出
-400

鉛 0.005 未満 0.005 未満 0.01 
-600 原灰73％（常温）

六価クロム 0.02 未満 0.02 未満 0.05 
-800

ケーキ50％（常温）
砒素 0.006 0.013 0.01 

総水銀 0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005-1000
0 7 14 21 28 35 42

材齢（day） アルキル水銀 0.0005 未満 0.0005 未満 不検出

セレン 0.005 未満 0.005 未満 0.01図11　自己収縮

が607mm，可使時間が35分を示し，目標性能を満

足した。スランプフロー試験時に，材料分離は確認

されず，空間的に均質であった。

　図10に，材齢7日，14日，28日における圧縮強度

と静弾性係数試験結果を示す。同図より，圧縮強度，

静弾性係数ともに，7日時点で30MPa，10GPaをそ

れぞれ満足した。圧縮強度は，28日時点で約50MPa

を示し，現場打ちセメントコンクリートの要求性能

を十分に満足する成果が得られた。

　図11に，自己収縮試験結果を示す。同図より，

加温硬化型は，いずれも加温養生終了後の収縮はほ

とんど見られない。一方，常温硬化型では，材齢28

日にかけて徐々に収縮していることがわかる。加温，

常温硬化型ともに，いずれも目標値の0.1%未満と

なった。耐硫酸抵抗性では，浸漬後の質量，容積変

化は2%以内，圧縮強度は浸漬前の約80%であった。

中性化試験では，56日時点の中性化深さが，常温養

生で45mm（90%）を示し，中性化抑制の向上のため

に，表面含浸材の塗布等の使用が挙げられる。

　MFASジオポリマーコンクリートの重金属溶出

特性について検討した。同試験では，円柱供試体を

セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022	

円盤状に切り出した試験片を対象に浸漬期間28日の

タンクリーチング試験を実施し，浸漬後の溶液を環

告46号に準じて測定した。表4に重金属溶出試験結

果を示す。常温硬化型では，全ての重金属で基準上

限値未満であった。一方，70℃18時間の養生により

作製した加温硬化型では，砒素を除いた7種の重金

属で基準上限値未満であった。砒素については若干

量ながら基準上限値以上となっているが，製造した

部材をただちに解体することなどがあれば注意が必

要になるが，実部材の供用では実質上問題はないと

考えられる。

　環境面および各種耐久性の検討を行った。圧縮強

度30N/mm 2レベルの配（調）合では，図12に示すよ

うに，ジオポリマーコンクリートのCO 2排出量は，

普通コンクリートのCO 2排出量に比べ約50％削減効

果があることを確認した。

　次いで，実規模のミキサでのジオポリマーコン

クリートの練混ぜを行い，課題等の検討を行った。

図13にMFASジオポリマーコンクリートの製造シ

ステムイメージを示す。実規模のミキサを用いた

MFASを材料とするジオポリマーコンクリートの

87
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原粉 

MFAS

従来コンクリートに対して
　　 CO2を50％削減に成功

発電由来燃焼灰のラボ改質装置

図13　MFASジオポリマーコンクリートの
製造システムイメージ

二次製品である縁石を製造して原灰排出元の工場に

施工し，実用化が可能であることを確認した。

4．科学的意義と環境対策への貢献

　本研究開発によって産業廃棄物として排出された

フライアッシュを改質したMFASを使用して，実

大規模のミキサを用いてセメントフリーなジオポリ

マーコンクリート二次製品である縁石を製造して，

フライアッシュ排出元発電施設周辺に施工すること

によって，実用化を実証した。また，フライアッ

シュから未燃炭素を除去・改質することによってジ

オポリマーコンクリートの活性フィラーとして利活

用できることを示し，従来のコンクリート製品より 

CO2排出量を50%削減した。道路用コンクリート製

品4128万m 3/年を本製品に置き換えると約15万t/年

のCO 2削減が可能となる。MFASをジオポリマーコ

ンクリートに適用し，普通コンクリートの30％を置

換できれば日本の年間CO 2排出量を0.75%削減可能

であり，本技術によって産業廃棄物を積極的に使用

し資源循環を促進できる。さらに，コンクリートの 

CO2排出量を抑制し地球温暖化の抑制に貢献できる

と共にパリ協定の削減目標の一部となし，気候変動

対策への貢献が示唆できた。

　本技術の科学的意義のひとつは，ハイドロサイク

ロンとデカンタ式遠心分離機を用いることで水分濃

度90%前後のMFASをジオポリマーコンクリートに

利用可能な水分濃度25%前後まで濃縮して高品位化

写真2　環境大臣表彰状

する技術を確立した点である。さらに，フライアッ

シュに含まれている重金属を改質によって砒素以外

は大きく低減可能であり，処理工程で使用する水を

16回再利用しても製品（MFAS）に重金属が蓄積さ

れないことを実験により確認し，改質工程がフライ

アッシュ中の重金属除去の一翼を担う機能を明らか

にした点も科学的意義のひとつといえる。フライ

アッシュを改質する技術およびジオポリマーコンク

リートは今後も火力発電が見込まれるアジア地域の

適用が有望であり，本技術の適用によってジオポリ

マーコンクリートおよびフライアッシュの改質技術

を発展途上国地域に輸出可能になると考えられる。

　フライアッシュが有価物として取り扱われている

割合はわずか2.1%であり，その他は質的な問題から

処理費を排出側が支払う産業廃棄物として処理され

ている。本技術によってフライアッシュのような産

業副産物をセメント製造に伴う粘土代替として焼成

処理せずに，低環境負荷な改質によってコンクリー

ト材料として大量に使用できる可能性が示唆でき，

新たな価値創出により地域に根ざすコンクリート産

業の活性化に貢献できると考えられる。建設は天然

資源を膨大に消費する産業であり，天然資源の枯渇

が危惧されており，すでに西日本地区ではコンク

リート用細骨材の確保が難しい状況であるが，本技

術の製品対象であるMFASは，細骨材の代替として

最適な材料であり天然資源の消費抑制に対しても貢

献可能であると考えられる。
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5．おわりに

　本研究成果によって「令和2年度気候変動アク

ション環境大臣表彰」を受賞した（写真2）。

　パリ協定の目標達成に向けてわが国も2050年まで

に温室効果ガスを実質ゼロにするカーボンニュート

ラルの実現に向けて舵を切り，フライアッシュを排

出する石炭火力発電はクロージングを迎える可能性

がある。しかしながら，アジア地域ではフライアッ

シュの発生が，今後しばらく続くことが予想される

ので，本技術の完全実用化を目指すとともに，再生

可能エネルギーの活用によって排出される木質バイ

オマス燃焼灰等に本技術を適用し，資源循環を通じ

て地域循環共生圏の創造に寄与していきたい。

　なお，本研究の成果は環境再生保全機構環境研究

総合推進費（JPMEERF20173003）で得られたもので

ある。
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土工構造物における性能設計の実務と展望
性能設計・土工技術検討会　編
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発行：丸善プラネット（東京都千代田区神田神保町2-17）
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本書は，土工構造物の性能設計における基本的な考え方，国際的な動向，
国内外での実施例の最新情報を紹介している。土工構造物に特有の多様

で複雑な全体像ゆえの対応の難しさと向き合いながら，合理的で性能の高い
土工構造物を自由度高く設計するためのノウハウや今後の展望までを俯瞰的
にとらえることができている実用書と言えよう。
　現実には土工構造物の性能設計の実現は，まだまだ技術的な課題が山積しているものの，最前線で活躍する技
術者でもある執筆陣が心血を注いで書き下ろしたことで、充実の内容が満載となっている。土工構造物の性能を
評価し，究めるための地盤工学が今後目指すべき方向と解決方法の一端が示されている。
【内容目次】1章�はじめに―土工構造物の性能設計を実現させるために　2章�性能設計・信頼性設計の概念と土
工構造物　3章�鉄道関係の土工構造物における性能設計の現状と課題　4章�AASHTOにおける補強土壁の荷重
抵抗係数設計法　5章�土工構造物の地震時の性能の評価と性能設計　6章�性能設計と性能施工　7章�フランス
における盛土の施工管理―性能施工―　8章�性能設計と維持管理　9章�軟弱地盤対策における変形照査設計の実
務　10章�ジオシンセティックス補強土壁の性能設計確立への取り組み　11章�今後の課題＆謝辞
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  シリーズ ● セメント産業 脱炭素・低炭素社会を目指すキーワード

プロローグ：
脱炭素化社会を目指す新技術 

下坂�建一

1．気候変動と温室効果ガス
　気候変動に関する政府間パネル第5次評価報告書

（2013～2014年）は，「20世紀半ば以降観測されてい

る温暖化の主な原因は，人間の影響である可能性が

極めて高い」と結論づけた。人間の影響で最も大き

いのは，二酸化炭素（CO 2），メタン（CH 4）などの温

室効果ガスの排出である。

　2020年以降の気候変動問題に関する国際的枠組み

を定めたパリ協定（2017年）では，（1）世界の平均気

温上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保

ち1.5℃に抑える努力をすること，および，（2）その

ためにできるだけ早く世界の温室効果ガス排出量を

ピークアウトさせ，21世紀後半には温室効果ガス排

出量と（森林などによる）吸収量のバランスをとるこ

と，の二つを世界共通の長期目標とした。これを受

け，多くの各国政府が「2050年における温室効果ガ

ス排出量実質ゼロ」の目標を掲げるに至っている。

2．これまでのセメント産業の取組み
　わが国のセメント産業は，セメントの安定供給と

資源循環型社会の構築に貢献する一方で年間約43

百万tの二酸化炭素を排出している。ポルトランド

セメントを1t製造するさいの二酸化炭素排出量は，

Prologue:�New�Technologies�in�Cement�and�Relating�Industry� 
for�Decarbonized�Society�(by�SHIMOSAKA�Kenichi) 

石灰石由来が480kg/t，エネルギー（熱および電気）

由来が290kg/t，合計770kg/tであり，その大半は中

間製品であるクリンカーの製造に由来している。

　こうしたことから，わが国セメント産業は日本経

済団体連合会の提唱する環境自主行動計画（1997年）

および低炭素社会実行計画（2013年）に参画し，生産

設備の省エネルギー化および消費エネルギーの低炭

素化（可燃性廃棄物・バイオマス燃料の利用）などを

通じたセメント製造用エネルギー原単位の低減に取

り組んできた。その結果，いずれの計画においても

目標を上回る成果を達成してきた。しかし，こうし

た努力にもかかわらず，セメント産業における「温

室効果ガス排出量実質ゼロ」が将来において実現可

能であるとは言えない状況にある。

3．二酸化炭素排出削減技術
　こうした状況を受け，今日，多くの研究者・技術

者らがセメントおよび関連産業における二酸化炭素

排出量削減に向けた積極的・野心的な研究開発に取

り組んでいる（表1）。これらの技術は，課題解決手

段だけでなく，想定される実現時期もさまざまであ

る。実現時期に関しては，それぞれのお立場から賛

否あると思うが，技術そのものの難度だけでなく，

規格・規制の有無，商慣行，コスト，原料供給など

前提条件の持続性および他の技術の進展に対する依

90� セメント・コンクリート　No.�900,�Feb.�2022 
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表1　セメント分野における二酸化炭素排出削減策

（A）現在～中期的 （B）長期的

（1）プロセス 既存プロセスの低炭素化（省エネルギー化）
　①既存生産設備高効率化
　②クリンカー低温焼成 

CO2分離・回収・利用（CCU）による脱炭素化
　①分離・回収：化学吸収・物理吸収
　②利用（ａ）：鉱物化とその活用
　③利用（ｂ）：コンクリートでの鉱物化
　④利用（ｃ）：骨材化
　⑤利用（ｄ）：メタネーションその他

（2）エネルギー エネルギーの低炭素化
　①廃プラスチック・バイオマス活用
　②天然ガス燃焼

脱炭素エネルギーの活用
　①メタン燃焼
　②アンモニア燃焼

（3）素　材 既存素材の低炭素化
　①ポルトランドセメントの少量混合成分増量
　②混合セメント（特に高炉セメント）普及拡大
　③ECM
　④γ相ビーライト

新素材による低炭素化・脱炭素化
　①ジオポリマー
　②高硫酸塩スラグセメント
　③β相ビーライト

（4）評価・制度 温暖化ガス排出量に関する評価・制度
　①二酸化炭素排出量
　②カーボンフットプリント
　③排出権取引

セメント産業の多面的価値の評価
　①被害算定型環境影響評価 

存度などを考慮した。

　とはいえ，カーボンニュートラルの実現時期とさ

れている2050年の社会・経済情勢を現時点で正確に

予測することは極めて困難である。したがって，表 

1は現時点でのまとめ方のひとつの例に過ぎない。

また，同じ理由により，脱炭素化・低炭素化に関す

る研究開発には，今のところはあまり予断を持たず

に多様性を尊重すべきであろう。

4．本連載の目指すもの
　この連載は，本誌900号を記念し，低炭素化・脱

炭素化に関する研究開発の現状を紹介するものであ

る。今のところは表1に列記した技術が対象になる

と考えられるが，先ほども述べた通り，不確実な未

来に向けた発展途上の技術も対象となるため，この

通りの連載になるとは限らないことをあらかじめお

ことわりしておきたい。すなわち，当初の計画にな

かった技術が掲載の対象となることや，当初計画さ

れていた技術が掲載の対象から外れてしまうことも

あるかもしれない。また，多くの記事では，現在進

行形の話として，技術の原理や研究開発の成果だけ

でなく，普及のための前提条件や今後の課題・目標

にも言及されることになろう。

　この連載では，こうしたことも含めて現在の研究

者・技術者の取組みを活写し，同時代を生きる各分

野の読者にこの分野のダイナミズムをお伝えした

い。そして，志ある若き研究者・技術者が，この分

野に参入するきっかけとなれば幸いである。

　各国がカーボンニュートラルの実現時期として見

定めている2050年，本誌は1200号を超えているはず

だ。その時代の読者が，900号の時代を振り返った

とき，この連載は彼らの目にどのように映るであろ

うか。今日の研究者・技術者らの取組みが彼らの時

代へとつながり，セメントおよびその関連産業が

人々の安全・安心を支えていると実感してもらえて

いることを切に祈る次第である。

しもさか　けんいち
三菱マテリアル㈱セメント事業カンパニー 海外部　
上席技術主幹　博士（工学） 

✳ 

✳　　　　　　　✳ 
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第53回 セメント協会 研究所講演会 ご案内

　（一社）セメント協会 研究所では，セメント・コンクリートに関する学術研究，新技術などに関する
知見を普及，啓蒙させることを目的として，｢セメント協会 研究所講演会｣ を開催しております。
　今回は，セメント・コンクリートに関する最近の研究報告を3件，セメント協会 研究所の活動成果
報告を2件の幅広い内容でご講演を頂きます。
　関係各位お誘いのうえ，ご参加下さいますようご案内申し上げます。

日　　　時：2022年3月15日（火）13時00分～16時50分
開 催 形 式：会場とオンライン（ハイブリッド）
　　　　　　会 場 場 所／（一社）セメント協会 研究所（東京都北区豊島4丁目17番33号）
　　　　　　オンライン／お申込み後，ご登録頂いたメールアドレスに参加情報（Cisco Webex）を

送信致します。
プログラム：
１.セメント・コンクリートに関する最近の研究報告
・セメント製造における廃棄物・副産物の資源化を表す環境指標
　　　　　　　　　　　　　　　　　河合 研至 氏（広島大学大学院 先進理工系科学研究科 教授）

・環境配慮型建築材料の開発と課題
　　　　　　　　　　　　　　　　　小山 明男 氏（明治大学 理工学部 教授）

・社会環境材料としてのセメント系材料の可能性と最近の研究
　　　　　　　　　　　　　　　　　大宅 淳一 氏（日本大学 理工学部 助教）

２.セメント協会 研究所の活動成果報告
・セメント系固化材による地盤改良マニュアル〔第5版〕のポイント
　　　　　　　　　　　　　　　　　泉尾 英文 （一社）セメント協会 研究所 コンクリート研究グループ サブグループリーダー）

・早期交通開放型コンクリート舗装1DAY PAVE製造施工マニュアル〔第2版〕のポイント
　　　　　　　　　　　　　　　　　岸良 竜 氏（太平洋セメント（株）中央研究所 第2研究部 主任研究員）

定　　　員：会場50名（定員になり次第，締め切らせて頂きます。オンラインの定員はございません。）
　　　　　　※新型コロナウィルスの感染状況により会場の定員を変更する場合があります。
参　加　費：無 料
申 込 方 法：下記の〔研究所講演会〕の申込方法より「申込み」をクリックし，入力フォームより必要

事項をご入力ください。
　　　　　　入力が完了しましたらご登録頂いたメールアドレスに入力情報およびオンライン参加情報

（Cisco Webex）が送信されますので内容をご確認ください。

セメント協会ホームページ 

https://www.jcassoc.or.jp/
〔トップページ〕＞〔イベント・募集〕＞〔研究所講演会〕

問 合 せ 先：（一社）セメント協会研究所 技術情報グループ 研究所講演会係
　　　　　　TEL 03-3914-2692　FAX 03-3914-2690　E-mail: jca_event@jcassoc.or.jp
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